


















































ていた。その後，審議会では， 再び， ３者の意見を聴取する意見聴取会を開催し， 特に売り場面積に関す
る判断を示していた。


































にもかかわらず， 空洞化が止まらないのは， 中心市街地の再生を阻む要因があるとして， ５つを挙げる。
①行政の取り組み， ②商業者の取り組み， ③地権者の取り組み， ④事業実績上の障害， ⑤推進体制などで
ある。








るために， 土地利用の規制と開発許可を挙げる。特に， 土地利用のゾーニングの強化， 住民の積極的参加，
１市町村の視点ではなく広域的な視点からの適正立地を必要としている。また， 開発許可については， 大
規模計画開発の例外の見直し， 公共公益施設の対象への追加を挙げている。さらに誘導支援策としては，
活性化法の総合的な制度体系への転換， 政府の集中的・積極的な支援， 街なか居住の促進， 都市交通施策，






































第３部は，「街なか再生に向けた施策」であり， 具体的な施策， 対策， 方策などを示している。街なか










この報告書の第１部では， まず， 県内の都市の現状分析を行い， 福岡都市圏などの人口増加が顕著な市





中心市街地が衰退した原因について， 報告書は数多くの原因を挙げる。すなわち， 人口増加， 自動車依
存， 都心と郊外の地価格差， 郊外での戸建て住宅の志向， 大型店でのまとめ買い， 土地利用規制の影響，






都市機能が郊外に拡散する問題点として， 今後の社会の変化（少子・高齢化， 犯罪の広域化・増加， 環
境問題の深刻化， 価値観の多様化， 自治体投資余力の減少）を考慮すると拡散による弊害（不便な都市，




































には， ①街なか活性化の必要性について地域住民， 地権者等の理解を高める等， 街なか再生へ向けた意識
の醸成を図ることが必要である。②商店街と地域住民， NPO 等地域団体との連携の促進， TMO の活動
促進， 大型店と地域商店街， 地域経済団体等との連携促進等を図ることが必要である。③行政， 商店街，
地域住民等が連携し， 街なか再生に向けた計画づくりなど中心市街地活性化法関連施策の活用促進を図っ





ために， 街なかの活力の維持・再生や， 地域の生活拠点の維持・再生， 郊外の自然環境の保全， 大規模集
客施設の立地と撤退による影響の軽減を目的とすべきである。また， 大規模集客施設の立地調整を行い，































































策として， 一定期間前の事前通告， 都市計画税徴収， などの５つの対策を考えている。
ここで， 提言６「大規模集客施設の適正立地に向けて以下の施策が必要である。①街なかに大規模集客
施設を誘導するため， 街なか以外でのゾーニング規制を強化する。②ゾーニングで立地できない地域に立


































今回の改正は６点である。すなわち， ①市街化区域， 用途地域における立地規制， ②非線引き白地地域
等における立地規制， ③用途を緩和する地区計画制度の創設， ④準都市計画地区の見直し， ⑤都市計画手
続き等の円滑化， 広域調整手続きの充実， ⑥開発許可制度の見直し， であり， いずれも社会資本整備審議
会で答申された内容を法制化したものである。







①市街化区域， 用途地域における立地規制では， 商業地域， 近隣商業地域及び準工業地域以外の用途地
域内においては床面積の合計が10,000㎡を超える劇場， 店舗， 飲食店等は， 原則として建築してはならな
い。また， 近隣商業地域における建築物の用途の制限に関し， 客席部分の床面積の合計が200㎡以上の劇
場， 映画館， 演芸場， または観覧上の用途に供する建築物については規制を緩和する， と規定している。
（建築基準法第48条及び別表第２）
②非線引き白地地域等における立地規制では， 都市計画地域及び準都市計画区域内の用途地域の指定の









えるよう， 都市計画提案権者の範囲を拡大し， また， 広域調整の強化のため， 都道府県知事が市町村の都
市計画決定等に対する協議同意を行う際に， 関係市町村から意見を聴取するできることとしている。（都
市計画法第19条の３，５）
⑥開発許可制度の見直しでは， 市街化調整区域内の大規模開発を許可できる基準を廃止し， 病院， 福祉
施設， 学校， 庁舎等の公共公益施設を開発許可等の対象とする。（都市計画法第29条）
などが改正の主要点である。
この法律の施行日は， 公布の日から起算して， 都市計画の提案制度関係は， ３ヶ月以内， 準都市計画区











































地域住民等の意識醸成， 大規模集客施設等の誘導， 各種団体の協議・協働などを挙げているが， 答申では，
国の立場から都市計画制度の改善や集約への誘導支援策を答申している。
報告書と答申では， 基本姿勢については変わらないが， 政策実現の施策に関しては， 国と県の立場の差
が明確に現れている。
（2）コンパクトシティ論
近年， 特に地方都市において， 中心市街地の再生の１つの在り方として， コンパクトシティ論が取上げ
られている。例えば， 青森市， 金沢市， 福島県などである。
コンパクトシティは， 欧州で発展した都市形態論であり， ヨーロッパの多くの都市においては， 少なく
とも都市の中心部は， 数百年前に計画的に形成されていたが， その後の都市化と自動車の普及により， 都






また， コンパクトシティの概念については， 徒歩圏内での地域計画， 用途や機能の混合， 空地や既存の
土地の再利用， 多様な居住者によるコミュニティの形成， エネルギー消費の低減・効率化， 公共交通の整
備と利用促進， 中・高密度の人口計画， 公共空間の重視， 多角的な都市の形成， などの特徴を挙げられて
いる14。
さらに， 21世紀の街づくりは， 安心・安全なまちづくりが重要であり， それにはパーミアビリティとコ
ミュニティが不可欠である。これまでのように密集住宅地を高層化によって再開発するのは， かえって
パーミアビリティを引き下げるという15。
したがって， 中心市街地を再生するために， 人口定着の手段として高層住宅などを計画するのは， むし
ろ， コンパクトシティを否定することにならないだろうか。
（3）モータリゼーション
わが国においては， もともと， 都市と農村の区別が明確でなく， 道路沿いに商店や住居が立ち並ぶとい
う江戸時代の延長線上の街が多く， ヨーロッパの都市のような形態ではなかった。それが， 戦後の住宅不
足の解消のために， 住宅公団の団地がアクセシビリティを無視して， 郊外の丘陵地などに数多く建設され





た。しかし， わが国では， 徒歩社会が長く続いたため， 道路が未発達・未分化のまま残され， 居住が形成
されてきた。これが， 第二次大戦後の急速な車社会への移行によって大きく変化した。
答申においても，「モータリゼーションは， 都市計画法が制定された昭和40年代中頃と比較して， 自家


























る。しかし， 今後の自動車産業における技術革新の進展から考えると， 車の性能が飛躍的に向上し， 運転
が一層容易になると予想される。また， CO2排出の化石燃料からクリーン燃料への転換も急ピッチで進行
している。さらに， 車自体の小型化， 軽量化が可能となり， それに併せて道路利用の形態も変化すること
も考えられる。ここまで普及した全天候型で利便性の高い車が庶民の足としての役割を縮小させること
は， これに変わる強力なライバルが出現しない限り不可能であろう。



















16-19 1,337 5,221 25.6
20-24 6,007 7,312 82.2
25-29 7,429 8,014 92.7
30-34 9,089 9,644 94.3
35-39 8,907 9,273 96.1
40-44 7,424 7,982 93.0
45-49 6,976 7,694 90.7
50-54 7,204 8,419 85.6
55-59 8,728 10,825 80.6
60-64 5,841 8,143 71.7
65-69 4,664 7,624 61.2
70-74 3,148 6,819 46.2
75-79 1,726 5,412 31.9
80-84 682 3,658 18.6


























ところが， 個人商店が中心の従来の商店街は， 顧客の要望に素早く応えるために， 商品の変更や店換え
することは不可能であるばかりか， 商店街として総合的に対応するのは難しい。その他の多くの点で， 活
性化を行うには不利な要素が多い。したがって， 商店街が自らの特性を認識し， 個性を発揮して， これら







まず， 北九州・福岡大都市圏の地方自治体の人口の推移をみよう， 人口減少都市は， 北九州市（除小倉
南区・八幡西区）下関市， 直方市， 飯塚市， 田川市， 山田市， 中間市， 大牟田市， 柳川市， 甘木市， 八女
















例えば， 同程度の地方自治体が合併した新しい市では， 中心市街地はどの地域を指すのか， 難しい選択
を強いられることになる。また， 規模の大きな市においては， 複数の中心が散在する場合もあるし， その
中心が時代と共に比重が変化している場合もある。そればかりでなく， すでに拡散している郊外の大規模
集客施設などとの調和をどのように図っていくかという難しい選択も， 地域の住民に任される。これから
は地方自治体と住民が， 自らの判断で， 自主的， 自立的に， 地域の運営に責任を負うことが求められてい
る。
表２　鹿児島都市圏の人口の推移
＼（単位　人） 2000年 1995年 1990年 1985年 2000-1985
鹿児島都市圏 1,087,447 1,015,481 973,133 942,408 145,039
中心市 552,098 546,292 536,752 530,502 21,596
鹿児島市 552,098 546,292 536,752 530,502 21,596
周辺市町村 535,349 469,199 436,381 411,904 17,304
川内市 73,236
串木野市　　 27,047 28,342 29,385 30,268 -3,221
指宿市 30,640 31,473 32,098 33,155 -2,515
加世田市 24,187 24,484 25,088 25,748 -1,561
国分市 53,966 50,045 46,557 40,931 13,035
垂水市 20,107 20,933 22,264 23,504 -3,397
吉田町 11,736 11,184 9,824 8,377 3,359
桜島町 4,678 4,903 5,245 5,593 -915
喜入町 12,802 12,772 12,518 12,574 228
山川町 10,835 11,354 12,237
頴娃町 14,795 15,575
開聞町 7,275 7,702 8,047
知覧町 13,896 14,136 14,599 14,721 -825
川辺町 15,456 16,081 18,492 17,330 -1,874
市来町 7,219 7,192 7,405 7,610 -391
東市来町 13,623 13,692 14,203 14,783 -1,160
伊集院町 23,961 22,651 21,253 20,032 3,929
松元町 12,065 11,039 9,803 9,495 2,570
郡山町 8,314 8,250 8,110 8,131 183
日吉町 5,934 6,088 6,461 6,807 -873
吹上町 9,873 10,360 10,758 11,403 -1,530
金峰町 8,237 8,728 9,115 9,683 -1,446
入来町 6,454 6,553 6,707 6,996 -542
加治木町 23,332 23,577 23,834 23,264 68
姶良町　 42,969 40,652 37,154 35,278 7,691
蒲生町 7,339 7,533 7,801 8,288 -949
溝辺町 8,537 8,293 8,058 7,854 683










費の中で， 多くの地方都市の， 特に中心市街地の商店街は， 厳しい競争を強いられることになる。
郊外の大規模商業施設の新設立地が抑制されるとはいえ， これまでに立地したショッピングセンターの
なかには， 中心市街地にはない新しい魅力を発揮している施設も数多い。しかし， 中心市街地に新しく立
地に必要な用地を見出すことが可能なのだろうか。物理的に可能であっても， 出店を可能にする条件が得
られるのか， 中心市街地への出店社にとっては厳しい環境である。そればかりではなく， 中心市街地から
脱出した庁舎を含む公共施設などが戻ることなどは， 既存施設と新しい投資の二重負担を住民に課すこと
になる。
社会資本整備審議会の提言や福岡県の報告書で提案されているような都市機能の集積を増加させること
が果たして実現するのであろうか。
政府は，「まちづくり三法」の改正によって， 積極的に中心市街地の再生を援助しようとしている。内
閣総理大臣が本部長になる中心市街地活性化本部を設け， 基本計画は内閣総理大臣の認定事項にしてい
る。さらに， 活性化に直接係わるものが中心市街地活性化協議会を組織することなども図ろうとしている。
果たして， このような政府の呼びかけに能動的に答えることのできる中心市街地があるのだろうか， い
ささか疑問であると言わざるを得ない。これまでの商店街への補助事業と同様に， 受動的に参加すること
によって， 成果が上がらなくても満足してしまうことにならないのであろうか。
中心商店街の組合や協議会などが新しい智恵をどこまで見せることができるかが問われているといえよ
う。
